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 地域の包括的な豊かさの評価において、GDP のような経済的な生産力を表す指標を用いるだけでは難し

いと議論されている。そこで本研究では、ミクロ経済の効用最大化理論に基づく Jones and Klenow 型効用

関数を用いて、地域の包括的な豊かさを評価した。本研究のモデルは、消費・余暇時間・消費の格差で構

成され、東京都と比較した地域の包括的な厚生水準を表現している。その結果、37 道府県で、消費のみで

評価した厚生水準は過小評価であり、人口 10 万人以上の都市を対象にした分析においても、多くの市町村

で、消費のみで評価した厚生水準は過小評価であった。また、消費の格差は余暇時間と比較して、厚生水

準により寄与していることが分かった。消費のような物質的な豊かさのみならず、地域内の格差や、人々

の多様な時間の使い方にも着目すべきであると示唆される。 
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1. はじめに 

 

(1)本研究の背景と目的 

 高度経済成長期以降、日本の経済規模は拡大し、

人々の生活水準は著しく向上してきた。GDP の推移

に注目すると、1950 年代は約 100 兆円だったが、現

在では約 550 兆円となっている 1)。近年の経済政策

においても「名目 GDP500 兆円を戦後最大の 600 兆

円に（安倍内閣、新・第一の矢）」2)のように、GDP

に着目した政策立案が行われ、今もなお GDP は国の

豊かさや人々の生活水準を評価する指標として使わ

れている。しかし、GDP のような経済的な生産力を

表す指標を用いて、豊かさを評価することの限界や

課題は、これまで世界全体で議論されている。2012

年の国連持続可能な開発会議（リオ＋20）では、GDP

を拡張・補完する包括的な指標が必要であると議論

され、“Beyond GDP”の構築が行われてきた。国内

においても、国の豊かさの指標として、1986 年から

国民生活指標（NSI）、その後 1992 年から新国民生

活指標（PLI）が発表されてきたが、現在では廃止さ

れている。上記のような背景を踏まえて、国内にお

いて GDP のような経済的な生産力を表す指標を拡

張させた、多様な側面を考慮した包括的な豊かさの

指標を構築することは、重要であると考えられる。 

「経済業績と社会進歩を計測する委員会 

(Commission on the Measurement of Economic 

Performance and Social Progress)」によってまとめら

れた報告書である Stiglitz et al. [2009]3)では、厚生を

測る指標として、GDP の問題点を大きく 4 つ指摘し

ている。1 つ目は、GDP はあくまでも経済活動を測

る生産指標にすぎず、人々の物質的生活水準を測る

には、国民純所得や実質家計所得・消費の方が適し

ているということである。2 つ目は、人々の生活水

準を正確に把握するためには、GDP のようなフロー

の指標だけでは不十分であり、自然資本や人的資本

のような、様々な資本をストックとして測る必要が
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あるということである。3 つ目は、GDP のような平

均値を表す指標では、分布から観測される格差のよ

うな要素を捉えられないということである。4 つ目

は、GDP には計上されない家事や余暇のような、市

場を通さない活動も考慮すべきであるということで

ある。これらの指摘を踏まえて、近年の社会問題に

目を向けると、長時間労働や世帯間の経済的格差な

ど、消費の拡大による弊害が深刻化し、これらは人々

の豊かさを低下させる要因と考えられる。また、国

民生活に関する世論調査 4)によると、1980 年代以降、

人々は物の豊かさよりも心の豊かさを重視し始め、

2018 年では約 60%の人が、物の豊かさよりも心の豊

かさを重視すると回答している。このように、消費

のような物質的な豊かさのみならず、余暇のような

精神的な豊かさや、格差のような他者と比較した相

対的な豊かさも、包括的な豊かさを構成する要素と

して重要であると考えられる。そこで本研究では、

消費・余暇・格差の要素から構成される効用関数を

用いて、地域の包括的な豊かさを評価する。 

 

(2)既存研究のレビューと本研究の位置付け 

 余暇と豊かさの関係性については、これまで多く

の研究がされてきた。例えば橋本ら[2015]5)は、高齢

者の余暇活動と主観的幸福感（Subject Well-Being、

以下 SWB とする）に着目し、外出交流系の活動を

促すことが、SWB を向上させる上で有効であること

を示唆している。菅野ら[2018]6)は、大学生を対象に

した分析を行い、余暇活動の頻度や満足度が SWB

に影響を与えることを示している。しかし、これら

の研究対象になっている高齢者や大学生は、労働者

と比較して余暇活動の自由度が高いと考えられ、こ

れらの結果を労働者も含めた地域全体の豊かさとし

て拡張することはできない。また、浦川[2011]7)では、

OECD 諸国の年間 1 人あたりの労働時間と SWB の

関係を分析し、平均的な労働時間が長い国の方が、

SWB が低い傾向にあることを指摘している。 

 格差と豊かさの関係についても、例えば脇田

[2017]8)は、地域内の相対所得と SWB に着目し、労

働世代の男性において、格差は SWB に対して負の

影響を与えることを明らかにしている。浦川ら

[2007]9)は、24〜34 歳の女性を対象にした分析を行い、

有配偶者において、相対的な所得格差は SWB に対

して有意な影響を与えることを示している。 

 しかし、これらの先行研究では、余暇と格差、そ

れぞれと豊かさの指標を比較しているに止まり、そ

れらを同じ枠組みで相対的に分析した研究は、管見

の限り行われていない。そこで本研究では、Jones et 

al. [2016]10)によって提案された、ミクロ経済の効用

最大化理論に基づく Jones and Klenow型効用関数（以

下、J&K 型効用関数とする）を用いて、日本国内に

おける地域の包括的な豊かさを評価する。J&K 型効

用関数は、異なる地域に住む人々が、共通の選好を

有していると仮定し、消費・余暇・格差・平均寿命

から構成される効用関数を用いて、アメリカと比較

した各国の厚生水準を分析している。異なる地域に

住む人々が、共通の選好を有しているという J&K 型

効用関数の仮定に従えば、この関数で表される効用

は、社会全体の厚生の代理指標として考えられる。

また本研究では、J&K 型効用関数を日本国内に適用

する上で、各都道府県・各地域において平均寿命が

等しいと仮定し、消費・余暇・格差から構成される

効用関数を用いて、東京都と比較した各地域の厚生

水準を分析し、余暇や格差が豊かさに対して、どの

ような寄与をしているかを明らかにする。 

 

 

2. 分析枠組 

 

 本研究では J&K 型効用関数を用いて、地域の包括

的な豊かさを計算する。J&K 型効用関数では、消費・

余暇・格差の変数を組み込んだ、地域の包括的な厚

生水準を相対的に示す指標を用いる。 

 

𝑈𝑖 = 𝐸∑𝛽𝑎𝑢(𝐶𝑎𝑖 , 𝑙𝑎𝑖)𝑆𝑖(𝑎)

100

𝑎=1

(1) 

 

（式 1）は地域 i における効用 U を消費 C と余暇 l

によって表現している。また、a は年齢、S(a)は a 歳

までの生存率、β は年齢による割引係数である。 

 

𝑈𝑇(𝜆𝑖) = 𝐸∑𝛽𝑎𝑢(𝜆𝑖𝐶𝑎𝑇, 𝑙𝑎𝑇)𝑆𝑇(𝑎)

100

𝑎=1

= 𝑈𝑖(1) (2) 

 

次に（式 2）において、基準地域（本分析では東京

都とし、添字 T で表す）の消費を λ 倍すれば、地域

i の効用と等しくなると仮定する。 

𝑢(𝑐, 𝑙) = �̅� + log(𝑐) + 𝑣(𝑙) (3) 

𝐸[log(𝑐)] = log(𝑐) −
𝜎2

2
(4) 
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𝑣(𝑙) = −
𝜃𝜖

1 + 𝜖
(1 − 𝑙)

1+𝜖
𝜖 (5) 

𝜃 =
𝑤(1 − 𝜏)(1 − 𝑙)−

1
𝜖

𝑐
(6) 

 

（式 3）～（式 6）は効用の定式化を表現している。

（式 4）の σ2は消費を対数化した値の分散を表して

いる。また（式 5）の ε は労働供給弾性値の 1 つで

あるフリッシュ弾性値で、賃金の変化によって労働

供給がどれくらい変化するかを表すパラメータであ

る。本分析では、黒田ら[2007]11)を参考に、ε＝0.7 と

して計算をした。さらに（式 6）では、余暇の効用

関数のパラメータである θ を推計している。また（式

6）における w は賃金、τ は税率を表す。 

 

𝑙𝑜𝑔𝜆𝑖 =

{𝑙𝑜𝑔(𝑐𝑖) − log⁡(𝑐𝑇)} + {𝑣(𝑙𝑖) − 𝑣(𝑙𝑇)} −
1

2
{𝜎𝑖

2 − 𝜎𝑇
2} (7)

 

 

以上の（式 1）～（式 6）を用いて、β＝1、平均寿命

は各都道府県・各地域で等しいと仮定すると（式 7）

が得られる。この式は、地域 i の包括的な厚生水準

を相対的に示す指標である λ が、消費・余暇・格差

（＝消費の分散）の、地域 i と東京の差分で表現で

きることを示している。本分析では、λ の計算を都

道府県レベル、市町村レベルの 2 つの分析を行う。 

 

 

3. データ 

 

 本分析では、九州大学馬奈木研究室が 2015 年 11

〜12 月にかけて日本で行ったインターネットアン

ケートデータを用いる。サンプリングは、地方ごと

に、性別や年齢を考慮した割付を行った。詳しくは、

Okada et al. [2019]12), Shin et al. [2019]13)を参照された

い。アンケートの回答者数は 33,362 人であった。ま

た、θ の推計に必要な賃金データは、厚生労働省の

賃金構造基本統計調査 14)のデータを用いる。（表 1） 

 

表 1 データの概要 

変数 出所 年度 

消費 
馬奈木研究室国内調査 2015 

余暇 

賃金 賃金構造基本統計調査 2015 

 

 

表 2 記述統計（都道府県レベル） 

 

平均値 標準偏差 最小値 最大値 

消費(円) 6157562 478810 5078479 7576534 

余暇(時間) 13.73 0.19 13.39 14.25 

賃金(円) 275592 28864 235600 383000 

 

 なお、本分析における消費の変数は、アンケート

の世帯所得のデータを代理変数として用いている。

余暇の変数は、1 日における活動時間のうち労働時

間以外の割合と定義し、アンケートの労働時間のデ

ータより、以下のように計算をした。（式 8） 

𝑙 =
24 −労働時間

24
(8) 

 

 また、計算においては、消費・余暇の変数ともに、

地域 i 内での平均値を（式 7）に代入し計算を行った。

これら用いた変数の記述統計は表 2 に示す。 

 

 

4. 分析結果 

 

(1)都道府県レベル 

 先述したモデルを用いて、47 都道府県での分析を

行った。なお、モデルの基準地域は東京都とする。 

 図 1 は、都道府県レベルで計算した λ と消費の関

係を表したグラフである。縦軸は λ（％）、横軸は消

費（円）を表し、水色のプロットが各都道府県の値

を示す。またオレンジ色の線は、原点と東京都の値

を結んだものである。このオレンジの線上にある都

道府県は、消費のみで厚生を評価した場合と、消費

に余暇と格差を考慮に入れて評価した場合で、厚生

水準が一致することを意味する。また、この線より

上に位置する都道府県は、余暇と格差を考慮に入れ 

図 1 λと消費の関係（都道府県レベル） 
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て厚生を評価した場合の厚生水準が、消費のみで評

価した場合の厚生水準よりも上回る（つまり、消費

のみでの厚生水準の評価は、過小評価になっている）

ことを意味する。逆にこの線より下に位置する都道

府県は、消費のみの厚生水準の評価が過大評価にな

っている都道府県である。このグラフから 47 都道府

県中、37 道府県が消費のみでの厚生水準の評価が、

過小評価になっていることが読み取れる。 

 図 2 のグラフは、消費・余暇・格差で厚生を評価

した場合の λ と、消費のみで評価した場合の λ の差

を、余暇と格差それぞれによる寄与に分解したもの 

である。縦軸は格差、横軸は余暇を表し、水色のプ 

ロットが各都道府県の値を示す。またオレンジ色の

線は、原点を通り傾きが－1 の直線であり、この直

線よりも上部の都道府県は、消費のみでの厚生水準

の評価が過小評価になっている。このグラフから、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費・余暇・格差で厚生を評価した場合の λ と、消

費のみで評価した場合の λ の差の多くは、余暇では

なく格差で説明されることが読み取れる。 

 

(2)市町村レベル 

 市町村レベルの分析では、人口 10 万人以上の市町

村を対象とし、282 市町村であった。 

 図 3 のグラフから、多くの市町村では（282 市町

村中 204 市町村）消費のみでの厚生水準の評価が過

小評価になっていることが読み取れる。また、図 4

のグラフから、都道府県の場合と同様に、消費・余

暇・格差で厚生を評価した場合の λ と、消費のみで

評価した場合の λ の差の多くは、余暇ではなく格差

で説明されることが読み取れる。 

 

 

5. 結論 

 

本研究では、ミクロ経済の効用最大化理論に基づ

く Jones and Klenow 型効用関数を用いて、地域の包

括的な豊かさを評価した。結果として、都道府県レ

ベルの分析では、47都道府県中 37道府県において、

余暇と格差を考慮に入れて厚生を評価した場合の厚

生水準が、消費のみで評価した場合の厚生水準より

も上回り、消費のみでの厚生の評価は、過小評価に

なっていることが分かった。また、消費・余暇・格

差で厚生を評価した場合の λ と、消費のみで評価し

た場合の λ の差は、多くの場合、余暇ではなく格差

で説明されることが読み取れた。同様に、人口 10

万人以上の都市を対象にした市町村レベルの分析で

も、多くの市町村（282 市町村中 204 市町村）にお 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 余暇と格差の寄与（都道府県レベル） 

図 3 λと消費の関係（市町村レベル） 図 4 余暇と格差の寄与（市町村レベル） 
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いて、消費のみでの厚生の評価が過小評価になって

いることが分かった。また、消費・余暇・格差で厚

生を評価した場合の λ と、消費のみで評価した場合

の λ の差は、多くの場合、余暇ではなく格差で説明

されることが読み取れた。 

 今後、地域の包括的な豊かさを考える上で、消費

のような物質的な豊かさのみならず、余暇のような

個人の健康で文化的な活動や、消費の地域内格差も、

重要な要素であると考えられ、人々の多様な活動や

時間の使い方に着目すべきであると示唆される。 

最後に本研究の結果を踏まえて、今後議論すべき

論点を 2 つ提示する。本研究では、消費の変数を用

いているが、消費項目の内訳は考慮できていない。

近年、人々の消費行動の変化として、モノ消費から

コト消費やトキ消費への転換が注目されている。高

度経済成長以降、人々はモノ消費を通じて物質的な

豊かさを手に入れてきたが、近年ではコト消費やト

キ消費のような活動を通じて、精神的な豊かさを手

に入れようとする傾向が強くなっている 15)。今後は、

そのような消費行動やライフスタイルの変化を反映

した豊かさの評価が重要であると考えられる。 

 次に本研究では、豊かさを構成する要素として消

費・余暇・格差を用いているが、環境省[2013]16)でも

指摘されているように、豊かさを構成する要素は多

様であり、特に自然環境のような要素は、人々の暮

らしにおいて重要性が高いと考えられる。このよう

な要素を含めたモデルの拡大によって、地域の包括

的な豊かさをより精緻に評価できると考えられる。 
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